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IBM Institute for Business Value 
IBM グローバル・ビジネス・サービスの IBM Institute for Business Value は
企業経営者の方々に、各業界の重要課題および業界を超えた課題に関し

て、事実に基づく戦略的な洞察をご提供しています。 
 



はじめに 

 

 

 

 

 

 

Susanne Dirks、Dr. Constantin Gurdgiev 共著 

2010 年初頭、IBM は持続可能な未来を築くための行動を明らか

にするために、さまざまな企業、団体、および地域のリーダーを集めました。

そこでは、今後 20 年間、組織にとって経済のあり方や考え方を大きく変える

最大の要因（Game Changer）となるのは環境効率（Eco-Efficiency）であるとい

う点で見解が一致しました。これを実現するためには、公共、民間、その他団

体などのステークホルダーが、台頭しつつある環境効率の高い経済に向けた主

要な推進要因や課題、そして機会に共同で取り組む必要があります。 

 

より環境効率の高い、持続可能な経済を作るために、今

日、そして近い将来に実行すべき行動とは何なのか？ 

この問いに答えるために、IBM は 60 カ国以上から 1,600
人の企業幹部、政府関係者、非政府組織（NGO）の

リーダー、ジャーナリスト、アナリスト、および環境専

門家を集め、初の IBM 環境効率ジャムを開催しまし

た。 

環境効率とは、商品やサービスのライフサイクルを通じ

て環境への影響や資源消費を次第に軽減させつつ、人々

のニーズに応える商品やサービスを競争力のある価格で

提供することと広く定義されています。1 

IBM と Economist Intelligence Unit が開催した 51 時間に

及ぶ対話式オンライン・イベントとなったグローバル環

境効率ジャムは、環境効率の継続的な向上のための主要

な推進要因、機会、および課題を話し合うことと、ベス

ト・プラクティスを分かち合うことを目的としていまし

た。 

 
ジャムとは 

ジャムとは、IBM が発案し、発展させてきたコラボレー

ションと対話のコンセプトです。いくつかの主要なディス

カッション・フォーラムにおいて決められた時間内に交わ

されるオンラインでの対話です。ジャムがアクティブな間

は、世界中から何千人もが視聴でき、かつ誰もが、場所を

問わず、いつでも「バーチャル」に参加できます。知識の

あるモデレーターとファシリテーターが導く大規模なコラ

ボレーションと対話により、ジャムは、アイデアとディス

カッションを生むオープンな場となります。2001 年以来、

IBM では 30 を超す内外でのジャムを主催しており、そこ

から得た結果は、変革とイノベーションに向けた価値、戦

略、および課題といったものを明らかにしてきました。 

IBM 環境効率ジャムは、地域間、組織間での持続可能なコ

ラボレーションの一例です。 IBM の Special Events 
Infrastructure では、ジャムの消費エネルギーは約 93.6 キロ

ワット、二酸化炭素排出量は約 158 キログラムだったと推

定しています。ニューヨーク発パリ行きボーイング 747 の

片道フライトの二酸化炭素排出量が約 1,487 キログラムで

あることを考えると、世界中のジャム参加者がこの会議の

ために実際に集まった場合の二酸化炭素排出量はかなりの

量になったはずです。 
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今回のコラボレーション・ディスカッションでは、3 つ

の結論にいたりました。 

• 環境効率は、今後 20 年間、組織にとって経済のあり

方や考え方を大きく変える最大の要因（Game 
Changer）になると予想される 

• 環境効率がもたらす課題や機会に対応するために、

さまざまなステークホルダーによる直接的な行動お

よび共同での行動が必要となる 
• 環境効率の高い経済の推進は、ステークホルダーに

とって緊急の課題である 

環境効率の高い経済の台頭 
ジャムの参加者は、新たな収入源を提供しつつ、環境効

率の新しい需要と新市場を創造するような完全に自立し

た経済システムの必要性をはっきりと主張しました。 

この自立経済システムには、新しいビジネス・モデルの

進化が必要です。現在は資本支出（CAPEX）と営業費

用（OPEX）を最小限に抑えつつ、限られた活動の中で

環境面での節約を実現することが一般的な目標となって

います。しかし、将来の環境効率の新しい需要と新市場

においては、経済的にも環境的にも持続可能な新しい製

品およびサービスを作るために、新技術を総合的に設計

および販売するためのデータや分析技術が必要になりま

す。これらの将来の製品およびサービスは競合他社との

重要な差別化要因となり得るため、新しい環境効率関連

の主要な投資目的として、ジャムの参加者は競争力の強

化を挙げています（図 1 参照）。 

 

 

 

 

 

 

出典：Poll of Jam participants 

図 1：組織にとっての環境効率追求のメリット 

自立型の環境効率の高い経済を確立するためにステーク

ホルダーは、環境効率の中核となるものとしてジャムの

参加者が挙げた（14 の「テーマ」を含む）、幅広い多数

の推進要因、課題、および機会について行動を起こす必

要があります（図 2 参照）。 

 

 

出典：IBM Institute for Business Value analysis of Jam outputs 

図 2：環境効率の高い経済の課題、機会、および推進要因 

 18.2% 規制遵守 

課題 
• 規模に関する課題

• システム・オブ・

システムズ 
• 組織の縦割り 
構造 

• インセンティブ 
• 評価 
• エネルギー効率 

機会 
• グリーンな IT 
およびグリーンの 
ための IT 

• エンド・ユーザーの 
行動 

• 完全な会計システム 

• 政府 
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 15.2% その他 

 59.1% 競合他社との差別化

 7.6% 株主の期待 

推進要因 
• 人口統計のパターン 
• Employees 2.0 
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環境効率の高い経済への移行を加速している要因 

ジャムの参加者は、環境効率の高い経済の推進要因をい

くつか挙げています。たとえば下記のようなものが例と

してあげられています。 

• ビジネス・モデルの変化 – 企業が効率性向上により

競争優位を追求し、環境効率の高い事業での新たな

収入源を模索するには、ビジネス・モデルの進化が

必要になります。 
• Employees 2.0 – 職場の内外を問わずデジタル化/ネッ

トワーク化している新しい世代の従業員は、職場に

も環境効率の要件をもたらします。彼らは、職場の

モバイル化と統合が拡大するという概念を完全に受

け入れています。多くは自らを従業員であると同時

に潜在的起業家でもあると考えており、新しい考え

や行動、期待などを通して組織に変化をもたらして

います。 
• 人口統計上の変化 – 都市の拡大、都市内での人口集

積、そして新興市場での経済発展などにより、環境

効率や資源の共有、さらには資源制約への認識が重

視されるようになっています。 
• 政府および政策立案者 – 政府や政策立案者は、効率

化、無駄の排除、温室効果ガス（GHG）の排出削減

などを促進し奨励する政策および/またはインセン

ティブの発表により、環境効率の高い経済の発展を

推進します。 

 

「（持続可能な経済発展）は、グロー

バルな社会、環境、経済の課題の根底

にあるものです。我々は経済成長の本

質についての根強い思い込みを見直す

必要があります･･･」 
ジャムの参加者 
 

 

 

 

 

 

 
持続可能なエネルギーの展開のためのローンを提供する

PACE プログラム 

政府に求められるリーダーシップの例として、カリフォル

ニアで始まった PACE（Property Assessed Clean Energy）プ

ログラムが挙げられます。2 PACE では、政府は持続可能

なエネルギー活用を促進するローンを不動産の所有者に提

供することで、市場が環境効率の高い施設の価値を高く評

価するように促します。不動産の所有者は、施設内に再生

可能エネルギー生成設備を導入したり、エネルギー効率を

改善するための資金を少ない資本支出（CAPEX）で調達す

ることができます。プログラムの成功が認められ、新たに

13 の州で採用されているほか、4 つの州で実施の承認待ち

となっています。ジャムの参加者は、エネルギー効率の良

いソリューションの市場を開拓し、商業ビルでの第三者融

資を獲得するという課題を解決するモデルアプローチとし

て PACE を位置づけています。 
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環境効率の高い経済は機会を生む 

参加者は、環境効率の高い経済がもたらす直接的な結果

として生まれているビジネス・チャンスを多数挙げてい

ます。 

• 「グリーンな IT とグリーンのための IT」は、環境

効率を実現する重要な要素というだけでなく、企業

の発展と成長のための主要な機会とも認識されてき

ました（サイドバーの「グリーンな IT とグリーンの

ための IT」参照）。 
• 参加者は、新世代の消費者や新しい環境効率サービ

スの市場に参入することを大きなビジネス・チャン

スと考えています。 
• 環境効率によって得られる経済、社会、および環境

の面での利益を明らかにすることで、その経済性を

より理解できるようになります。 

 

「将来は単純さが重要な時代になりま

す。技術の収束により簡易化が進むと

同時に大きなメリットが得られま

す。」 
ジョーンズ ラング ラサール 
Corporate Solutions、Managing Director、Peter Miscovich 
 

 

 

 

 

 
グリーンな IT とグリーンのための IT 

グリーンのための IT というイノベーションは、次の点にお

いて効率の向上を実現する可能性を秘めていると、ジャム

の参加者は答えています。 

• エネルギー（スマート・グリッドを含む生成と需給の

管理） 

• 建築物（よりスマートなビルディング技術、動的な分

析、天気や交通の実際と予測を施設管理に統合） 

• ウォーター・マネジメント（スマート・メーター、需

給管理、廃水処理、ポンプ揚水、貯水、および用水設

備とエネルギー生成/貯蔵との統合） 

グリーンな IT は、エネルギーそのものに関する改善だ

けでなく、データ管理、モバイル・オフィス、ネット

ワーキング、クラウド・コンピューティングといった営

業効率および資本支出（CAPEX）改善の主要な機会で

もあると考えられています。 
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環境効率の高い経済へ向けた課題 

ジャムのディスカッションでは、環境効率の高い経済に

向けた推進要因と機会を明らかにするだけでなく、この

新しい経済の力を十分に活用できるようにするために解

かなくてはならない重要な課題にも焦点を当てました。 

• 組織の縦割り構造が、環境効率投資に対する利益拡

大の障壁になっています。ジャムの議論では、マネ

ジメント機能の分離、交代制勤務や組織といった、

いくつかの縦割り構造が指摘されました。たとえ

ば、建物の所有者、管理者、テナントの間ではしば

しばインセンティブや目標の違いが、環境効率性の

低下にとどまらず、投資に対する財務的な利益や社

会経済的な利益の低減を招いています。 
• 規模に関する課題もあり、環境効率のための技術や

ソリューションが中小企業や家庭に導入されるよ

う、十分なインセンティブを設ける必要がありま

す。 
• 環境効率追求には総合的なアプローチが必要です。

以前は分離されていたシステム（すなわち、エネル

ギー・グリッド、輸送網、配水など）を、相互運用

が可能で統合された、インテリジェントで環境効率

の良いシステム・オブ・システムズへとまとめ、最

適化することが重要になります。ジャムの参加者に

よれば、環境効率投資におけるシステム・オブ・シ

ステムズのアプローチは、個別の技術ソリューショ

ンに比べ、財務、環境、そして社会経済面での利益

を大幅に拡大することができます。 

 

「持続可能な将来について真剣に考え

ている企業では、業界（およびサプラ

イチェーン）内、さらには競合他社と

の間でもコラボレーションを確立する

ことが、重大なイニシアティブの 1 つ

になっています。」 
Corporate Eco Forum、Deputy Chair and Director of Research、Jeff 
Hittner 
 

 

 

 

 

 

「都市全体での排出量を最適化するた

めには、都市内のさまざまな地区での

排出量（個人および公共の交通状況、

エネルギー、水、廃棄物など）を把握

するだけでは不十分です。これに加

え、これらの地区間の相互関係を知る

必要があります。さもなければ、ある

地区の個別最適化が他の地域に悪影響

を及ぼす恐れがあるからです。」 
ジャムの参加者 
 

 

推進要因、機会、課題をまとめ、行動を求める 

ジャムの分析を行う中で、我々は図 2（2 ページ参照）

で明らかになった推進要因、機会、課題がそれぞれ交わ

る部分に 5 つの領域を見出しました。環境効率の高い経

済を支えるために、これらの領域について行動を起こす

ことが必要です。 

• 環境効率の投資に対する財務的/社会経済的利益を算

定することは、それ自体が機会であるとともに、新

たな投資家や消費者を引き付ける潜在的要素でもあ

ります。 
• 政府の政策において、規制とインセンティブのバラ

ンスをとることは重要なポイントであり、環境効率

の高い経済における成長を可能にする推進要因でも

あります。政府の政策は、規模の問題（すなわち、

より小規模なステークホルダーにインセンティブを

行き渡らせること）や、異なる公共機関や地域の間

での政策と算定基準の調整などの課題にも直面して

います。 
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• エネルギー効率を高めるには、生産、輸送、貯蔵、

消費、および節約のすべてにわたる問題を解決する

必要があります。これらは課題であると同時にチャ

ンスでもあります。 
• インセンティブと規制の関係は、今日はよく課題と

みなされますが、環境効率の全体目標と適切かつ総

合的に連携し、環境効率の高い製品やサービスの市

場拡大の機会を提供するものでなければなりませ

ん。 
• 環境効率の向上による効果を正確に、タイムリー

に、そしてオンデマンドに評価できる能力は、環境

効率の高い経済を実現する鍵となります。これは今

日の課題ですが、明日の機会となります。 

グローバル経済のあらゆるセグメントを代表するジャム

参加者は、自らが環境効率の高い経済を実現、推進、享

受することにおいて重要な役割を担うことを理解してい

ます。昨今の世界的不況により、投資家は経済的利益を

より一層重視するようになりました。このためには、環

境効率の高い経済の主要なステークホルダーに強力な

リーダーシップが求められます。 

台頭しつつある環境効率の高い経済におけ

る主要なステークホルダーの役割 
主要なステークホルダーは環境効率の高い経済の発展に

おいて、次のような重要な役割を果たします。 

 

 

 

 

• 政府および政策立案者は、公共投資に対する利益を

実現するために行動すると同時に、規制、インセン

ティブ、評価、規模などの課題に対処することで、

高い環境効率を実現します。 
• 公益および民間企業は、縦割りの組織構造、システ

ム・オブ・システムズ、インセンティブ、評価など

の課題に対処できることから、環境効率を実現でき

る存在とみなされています。また、公益および民間

企業は、規模に関する課題や、環境効率がもたらす

投資の機会にも対処しやすい立場にあります。 
• NGO は、政府や公益・民間企業と共同で認識を高め

たり、変革を促進したりします。 
• 投資家は、環境効率への投資に対する利益を獲得す

る機会を模索することを通じて、インセンティブや

評価の課題に取り組みます。 
• 消費者および従業員は、変化するインセンティブに

対応し、他のステークホルダーから提供される改善

結果をもとに、それぞれの投資に対する利益を模索

します。 

ジャムの分析結果によると、政府および政策立案者と公

益・民間企業という 2 組のステークホルダーが、環境効

率の高い経済の発展に対し最も影響力を持っています

（表 1 参照）。 

 

 
 政府および 

政策立案者 
官民の企業 NGO 投資家 従業員 消費者 

環境効率の推進に

おける役割 
非常に大きい 大きい 大きい 小さい 中程度から 

拡大中 
中程度から 
拡大中 

課題への対処に 
おける役割 

大きい 非常に大きい 小さい 中程度 中程度から 
拡大中 

中程度から 
拡大中 

機会の獲得に 
おける役割 

小さい 非常に大きい 小さい 中程度から 
拡大中 

中程度 中程度 

 

出典：IBM Institute for Business Value analysis of Jam outputs 

表 1 
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政府および政策立案者の役割：新たなリーダーシップの必

要性 

中核的なステークホルダーである政府と政策立案者に

は、環境効率の推進者として極めて重大な貢献が期待さ

れています。具体的には、ジャムの参加者は次のような

点を挙げています。 

• 手本を示して導く – たとえば、公共サービスとさま

ざまなシステムとの間での統合とコラボレーション

を実現する 
• 地域、国、および国際的なレベルで、規制や政策の

イニシアティブでの強いリーダーシップを発揮する 
• よりスマートな都市の実現という目標を通して環境

効率を推進することで、経済と都市の持続可能性に

重点的に取り組む 
• 漸進的なイノベーションと急進的なイノベーション

の両方を含む、環境効率とイノベーションを企業レ

ベルで推進できるようにインセンティブを導入し維

持する 
• 環境への影響に関する情報の評価、ベンチマーキン

グ、およびコミュニケーションのための、包括的で

相互運用が可能なフレームワークを構築するために

企業や NGO と取り組みを進める 

ジャムの参加者は、官民の積極的な提携のみならず、透

明で評価可能な政府のリーダーシップも、環境効率の高

い経済の発展に役立つとの確信を示しています。 

公益・民間企業の役割：環境効率の最前線 

表 1 に示したように、企業は投資、業務遂行、従業員と

いったレベルでの環境効率の推進において、より大きな

役割を果たすべきだという点でジャムの参加者の意見は

おおむね一致しています。そのために企業は以下のこと

を行う必要があります。 

• 業務の環境効率改善のためにグリーンな IT とグリー

ンのための IT を展開する 
• より正確に環境効率の影響を評価するために、政府

とのコラボレーションによりベンチマークを実施

し、新しい基準を導入する 
• 投資対効果の評価や、環境効率の効果を会計上で明

確化するための、より包括的なアプローチを確立す

る 
• 以下のために、ビジネス・モデルの積極的な変革に

取り組む 
− 組織を越えた相互運用とコラボレーションを推進

する 
− 新たな環境効率関連の収益源を創出する 
− 縦割り構造などの環境効率に向けた障壁を取り除

く 
− 水、エネルギー、およびその他の希少資源の制約

に対処する 

 

 

 

「ほとんどの組織が求めていると思わ

れる特性には、単純さと地域横断での

一貫性があります。単純さとは、プロ

グラムを分かりやすく、参加しやすい

ものにすることです。地域横断での一

貫性は、複数の州、地域、国、または

サービス地域にまたがってインフラス

トラクチャー（ビル、データ・セン

ター、IT 機器など）を持つ組織が多

いためです。このような理由から、組

織は、カリフォルニアの北部または南

部、ニューヨーク、香港であろうと

（プログラムのある場所を問わず）参

加できるプログラムを求めています。

可能な限り、さまざまなタイプのプロ

ジェクトに幅広く適用できる可能性

（を求めています）。プログラムの設

計が規範的なものではなくパフォーマ

ンスに基づくものであれば、サーバー

仮想化プロジェクト、照明システムの

変更、建物のエネルギー管理ソリュー

ションなど（プログラムを問わず）幅

広いプロジェクトについてインセン

ティブの適用が容易になります。」 
ジャムの参加者 
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企業のリーダーシップにとってますます重要となっている

分野 

• エネルギー貯蔵（バッテリー技術や運動エネルギー

貯蔵など） 
• インフラストラクチャー（IT と建物のインフラスト

ラクチャーとのインターフェース、閾値の管理、資

産の最適化、エネルギー効率のトラッキングおよび

検証、建物への再生可能なエネルギー源および貯蔵

設備の組み込み、スマート・グリッドの開発、マク

ロ・システム、建物での環境効率やエネルギー効率

のベンチマーク） 
• グリーンな IT およびグリーンのための IT（エネル

ギーと熱の査定、モジュール方式のデータ・セン

ター設計、高度な冷却装置、オンサイトでの熱電併

給、仮想化と統合、積極的なエネルギー管理、およ

び層状貯蔵設備） 
• 人口統計上の変化への対応（公益事業のための高度

なメーター管理システム、ネットワークの自動化と

分析、発電の最適化、輸送および道路の管理、テレ

マティクス（車載情報システム）の進歩、戦略的な

水データ管理、スマートな水インフラストラク

チャーおよびメーター・ソリューション） 
• 消費者のインセンティブ強化（ハイブリッド車、ス

マートな省エネ機能付電子機器、従業員の自動車を

管理するソリューション） 
 

 

 

 

 

ジャムのディスカッションで明らかになったように、環

境効率技術に携わる企業は、環境効率の高い経済のメ

リットを拡大するために開発、展開される重要なイノ

ベーションのパイプラインを持っています。 

ジャムで推奨されたベスト・プラクティス 
多彩なオンライン・ディスカッションからの情報によ

り、ステークホルダーが環境効率の高い経済を目指す上

で役立つ一連のベスト・プラクティスが明らかになりま

した。 

1) イノベーションを活用して効率性の高い「グリーン

な」インフラストラクチャーを提供し、物理的なインフ

ラストラクチャーをデジタル・インテリジェンスで覆う

こと － ジャムの参加者によれば、これはデータ・セン

ター、ビル、車両など、あらゆるタイプの物的資産に当

てはまります。エネルギー効率を高くする技術や設計手

法の活用に加え、大規模な組織では IT 資産の仮想化、

モビリティー・センターの導入、流通センターの統合な

どの方法で、資産活用の全体的な効率の向上に重点を置

いています。 

公益・民間企業は、ビジネス情報やビジネス・プロセス

をインテリジェントに管理することにより、急速なデー

タの増大に対応するだけでなく、新たな投資や既存の資

源の効率化がもたらす利益を最大化しています。最終的

にリーダーたちは、エネルギー使用および省エネの監

視、積極的な管理、および可視化を行うことができるよ

うになることが、個々の従業員や消費者に対し行動の改

善と効率性の高いプログラムの採用を奨励するには不可

欠だと認識しています。 
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2) 資源の活用、効率を高め業務の環境や社会への影響

を軽減する持続可能なソリューションを導入する － 
ジャムの参加者によれば、これを実現する最善の方法

は、「うまく行う（Doing well）」のための戦略を「良い

ことを行う（Doing good）」のための戦略と合わせるこ

とです。このベスト・プラクティスのアプローチは、顧

客や従業員のロイヤリティーを築くのに役立ちます。公

共/民間部門のリーダーは、製品の設計から製造、流

通、マーケティングにいたる事業全体でエネルギーと水

の使用、GHG の排出、および廃棄物の排出を削減する

ために、リーン方式とシックス・シグマ方式を採用して

います。サプライチェーン全体で追跡可能性と透明性の

向上に努めることで、コストを削減すると同時に企業の

評判を上げ、市場シェアを拡大しています。紙の使用を

削減し、リモート・コラボレーションやその他の形での

「非物質化」を促進するために、従業員の管理に重点を

置いたプログラムでは、旅費、不動産、およびオフィス

のコストが削減できます。さらに、これらのプログラム

では Employees 2.0 の要望に応えることができ、組織と

して優秀な人材を採用するための企業の魅力を高めるこ

とができます。 

 

 

 

 

3) オープン・スタンダードを使用したインテリジェン

トなシステムを採用することで、ほぼリアルタイムの情

報を提供し、インフラストラクチャー、水の量、さらに

は輸送システム全体の管理を改善する － ジャムの参加

者が挙げた例には、公共交通および個人の交通手段、道

路、橋、交差点、標識、信号、料金所などの管理に関す

るベスト・プラクティスがありました。製品の開発およ

び改良における「システム・オブ・システムズ」という

アプローチでは、エンド・ユーザー（消費者や従業員）

における環境効率を向上することができます。使用する

水やエネルギーの量が少なくて済む電化製品や、エン

ド・ユーザーが環境効率に関するデータや分析結果にア

クセスしやすくなる、より小さくスマートな電子機器な

ど、「システム・オブ・システムズ」の適用例がジャム

参加者によっていくつか挙げられました（詳細について

は、12 ページの付録参照）。 
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今、絶対に必要な行動 
我々の分析からも明らかなように、環境効率の高い経済

という課題を解くために、ステークホルダーは今すぐ断

固とした行動をとる必要があります。 

世界的な経済危機により、環境効率への投資に関する財

政状況には新たな制約が加えられ、政府や政策立案者

は、環境効率に関する技術やプロセスの開発に対する財

政的な手当てだけでなく、民間投資やイノベーションを

促進するための新たなインセンティブの設計についても

新たな道を探ることが重要な課題となっています。 

しかしながら、財政上の制約にもかかわらずジャムの参

加者は、今後 20 年間は環境効率の高い経済の時代にな

るという強い見解を示しています。この見解を反映し、

ジャムの参加者の大多数は経済危機の収束に伴い環境効

率に関する投資が今後 2～3 年間に急増すると予測して

います（図 3 参照）。 

 

 

出典：Poll taken during Jam 

図 3：ジャムの参加者による今後 2～3 年間の持続可能性に関する

投資の予測 

 

 

 

 

 

「厄介なことに、職場に環境効率や持

続可能性といった考え方を植え付ける

には、文化の変革が必要です。幸いに

も、文化を効果的に変革するために

リーダーシップに必要な手順や手法に

ついて、我々は知識を持っています。 

我々が目指す魅力的なビジョンによっ

て人々を鼓舞し、ビジョンに対する現

在の位置を評価し、現実と目指す将来

の姿とのギャップを埋めるための戦略

作りの方法について、重要なステーク

ホルダーとともに取り組み、必要な変

革について説得力のある論を組み立

て、実現するために従業員を動員して

権限を与え、早期の成功を称賛し、評

価とマネジメントシステムを組み込

み、必要な行動に沿ったものにする必

要があります。 

これらの立証済みの手順を踏めば、

『グリーン』な文化を築くことができ

ます。」 
「The Sustainability Advantage」著者、Bob Willard 
 

 89.3% 増加する 

 7.1% 変化なし 

 3.6% 分からない 

 0.0% 減少する 
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ジャムに参加した個人、企業、組織のリーダーおよび幹

部は、皆同様の課題に直面しているようです。どうすれ

ば「環境効率の高い」経済の実現という大きな使命に応

えつつ、事業の拡大、コスト削減、および既存のインフ

ラストラクチャーや資産の効率性向上を実現できるの

か。IBM 環境効率ジャムでは、課題はあるものの、環

境効率の実現が企業や組織にとって繁栄するきっかけと

なりうることが明らかになりました。これを理解し、受

け入れることにより、ステークホルダー、従業員、およ

び顧客からの関与や支持を深めることができるはずで

す。 

 

 

 

 

 

「ジャムは、主としてビジネスの問題

と実際的な行動に重点を置いたもので

した。多くの環境および気候変動に関

する討議とは異なり、科学、政治、個

人的信念の話は巧みに回避されまし

た。」 
CIO UK「Ten board level energy saving and environmental issues CIOs 
must address: Top tips from the IBM Eco-efficiency Jam」、David 
Tebbutt、2010 年 2 月 9 日。 
 

 

 
IBM 環境効率ジャム 

2010 年 1 月 27～29 日、IBM は Economist Intelligence Unit
（EIU）とともに、持続可能な未来のための目標を達成す

るためにとるべき最適な行動を、世界中の官民の組織の上

級管理職が共同で明らかにする場を提供しました。理論に

関するディスカッションではなく、個人や組織がそれぞれ

にとることができる行動と、その結果得られる利益に重点

が置かれました。 

環境効率ジャムは 51 時間開催され、60 カ国以上の 1,000 を

超す組織から 1,600 人の参加者が 3,700 回以上ログインし、

アイデアを分かち合いました。環境効率ジャムの参加者の

バックグラウンドはさまざまで、28 パーセントは最高責任

者レベルの役職（CFO、CIO、COO、CTO、および最高環

境責任者）に就き、36 パーセントは上級の IT 業務/管理

職、28 パーセントは IT 戦略に携わっていると答えていま

す。 

 

 

図 4：参加者の組織の主な重点地域 

出典：IBM Institute for Business Value analysis of Jam outputs 

 

 1.4% アフリカ

 5.8% アジア

 1.6% オーストラリアおよび
ニュージーランド 

 28.6% EU 

 35.1% グローバル

 4.6% ラテンアメリカ
および中央アメリカ 

 0.2% 中東およびロシア

 22.5% 北アメリカ
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付録 
ジャムのディスカッションは 6 個のディスカッション・フォーラムから構成され、各フォーラムではさまざまなディ

スカッションのトピックが掲げられました。 

ジャムの 
ディスカッション・ 
フォーラム 

主なディスカッションのトピック ベスト・プラクティスのコメント 

1. グリーンな IT およ

びグリーンのための IT
フォーラム 
（データ・センターや

IT 資産のエネルギー効

率の最適化について議

論しました） 

• エネルギー効率のためのハードウェア投資 
• 作業負荷に合わせて最適化された、効率的で拡

張が容易な IT インフラストラクチャーの設計 
• IT 資産のエネルギー使用の測定と管理 
• 熱とエネルギーの使用に関する正確なベンチ

マーキング 
• サーバー、ストレージ、およびネットワークの

仮想化と統合による効率の改善 

• 最大のコスト削減は、リアルタイム情報へのアクセスの改善、高度な分析の導入、および

システムや装置の自動化によって実現される。 
• 最も削減効果の高かったものの 1 つに、データ・センターでのコールドアイル・コンテイ

ンメント（冷気の囲い込み）の採用がある。 
• エネルギー消費を知るには、それを測定し、管理する必要がある。 
• 仮想化したサーバー1 台につき平均 3,200 kWh の省エネが見られた。1 kWh あたり$0.08 と

した場合、サーバー1 台につき年間$256 相当のエネルギーの節約になる。 

2. エネルギー効率の

高いインフラストラク

チャー・フォーラム 
（環境効率のためのイ

ンフラ構築について議

論しました） 

• エネルギー・インフラストラクチャーの管理に

は統合された設計と実装が必要 
• モジュール方式の設計（物理的なものおよびシ

ステム） 
• エネルギー効率の高い照明、暖房装置、用水/
廃水システム、用水/発電システム 

• ワークステーションからデータ・センターのエ

ネルギー管理にいたる IT の進化 
• データ収集と統合の改善により、よりスマート

な都市やよりスマートなビルを実現 

• 典型的な縦割り構造によるビルの管理は有効ではない。システムを統合するのなら、人や

プロセスも統合する必要がある。 
• セントレジス上海ホテルでは、12 を超すサブシステムを統合し、収益に対するエネルギー

のコストという評価基準を 40 パーセント削減した。3 
• エネルギー効率の高いビルが不動産価値を高めることへの証拠が増えている。 
• ベスト・プラクティスは現場の使用計画とリンクしている必要がある。我々はデータ・セ

ンターごとに 1 年計画、5 年計画、および現場の基本計画を作成している。 

3. 持続可能な業務

フォーラム 
（財務および環境の面

での ROI を拡大する方

法について議論しまし

た） 

• エネルギーと水の使用を削減するための業務の

最適化 
• ビジネス戦略に沿った適切な環境戦略を確立す

るためのガバナンスと戦略 
• 効率の向上のためのビジネス・プロセスの最適

化 
• 生産プロセスのイノベーションおよび最適化 

• 企業のエンド・ツー・エンドのビジネス・プロセスに「グリーン」および全体論的な考え

を取り入れることは、意識や文化を変えることを意味する。新たなアプローチや意識を企

業に取り入れることは、遅かれ早かれトップからの目に見える支援を必要とする。 
• 「グリーン・レンズ（環境保護の観点）」により、これまで伝統的なアプローチでは見落

としていたようなプロセス改善の機会を迅速に発見できることが明らかになった。 

4. 新しい職場フォー

ラム 
（職場への環境影響を

軽減する方法について

議論しました） 

• 5 年後には労働人口の 75 パーセントが「知識労

働者ベース」になる 
• Employees 2.0 は、環境効率が高いことを期待し

ており、コラボレーションを支援する手段とし

てオンライン作業システムを受け入れる 
• エネルギーへの意識が改善し、エンド・ユー

ザーの行動パターンが変化する 

• グリーンなアイデアは適切なインセンティブがあれば成功する。オーナー、プロジェク

ト・チーム、および善行を称賛すること。 
• 我々は、全マネージャーを対象に環境面での持続可能性に関する政策、標準手順、「グ

リーン・チーム」、および評価可能な環境に関する目標を設けており、職務記述書にも記

載している。これにより、全員の人事考課とそれに付随した報酬が、環境に関する要素を

持つものになった。 
• 全員が机を持っている組織では、ピーク時の利用率は 60～70 パーセントとなっている。

より高い移動性を支援する技術（フォローミー（自動転送）電話、シンクライアント、

ラップトップなど）は立証され、成熟しており、残された障壁は組織や文化に関するもの

が多い。 
• 自宅/職場の場所や交通手段などを考慮して、ユーザーが職場への移動時の二酸化炭素排出

量を計算できる簡単なツールも提供されている。 

5. よりスマートな産

業、よりスマートな都

市フォーラム 
（都市における統合シ

ステムをより効率良く

機能させる方法につい

て議論しました） 

• より密度の高い生活と移動性の実現 
• エネルギー効率の最適化 
• リアルタイムの交通予測と動的な通行料徴収 
• 水および関連エネルギーの使用を減らす監視/
管理技術 

• 個人の行動に影響を及ぼす主な方法としては、その行動から得られるメリットを個人とそ

の仲間にとって目に見えるものにする方法がある。 
• スマート・メーター・プロジェクトでは、電力使用がコストに及ぼす影響を目に見えるよ

うにするだけで、従業員が自らの利益になるよう消費を削減または調整することが明らか

になっている。 
• 環境効率に取り組むことは、複雑なシステムを統合システムとして捉え、管理することを

意味する。たとえば、IT の領域を他の物理的なインフラストラクチャーを含むよう拡張す

ることや、複数の政府機関が共同で都市の交通サービス、公益事業、セキュリティー・

サービスを管理することなどが考えられる。 

6. 目標設定およびパ

フォーマンス評価

フォーラム 
（コンプライアンスと

規制水準の引き上げに

ついて議論しました） 

• 環境プログラムは、強化とより広範な展開が必

要 
• 組織は、有意義な目標の設定、バリュー・

チェーンのマッピング、および環境に関する評

価基準の重要性を認識しつつある 
• ビジネス分析の評価および検証 
• エネルギー効率のためのインセンティブの特定

• 各ビジネス・リーダーは、関連する評価基準を自らの（個人的または事業の）スコアカー

ドに組み入れる必要がある。そうすることで、これらの評価基準は事業のプロセスの一部

となり、相応の注目を集められるようになる。 
• 事業の二酸化炭素排出量の削減目標を設定する際には、主な排出源、削減の機会のパレー

ト効果にはどのようなものがあるか、現在までそれらからの排出を削減するためにどのよ

うな取り組みが行われてきたのか、機会が特定されているものの実行されていないものは

どれか、また現在のビジネス・プランは現在のエネルギー使用および排出量の目録にどの

ような影響を及ぼすかなどを考慮する必要がある。 
• 課題の 1 つに、インセンティブ資金が管轄ごとに大きく異なる点がある。最終的には、企

業にとっての最善策は使用しているエネルギーの量、使用している場所、理由についてよ

り多くの情報を集めることである。そうすることで、備えを強化し、発表される政策をそ

の都度最適に利用できるよう、柔軟性を持つこともできる。 
• カリフォルニアがエネルギー効率への対策の採用にこれほど成功してきた主な理由には、

エネルギー効率のための戦略に投資をする企業に対し公益事業が多額のインセンティブを

提供していることが挙げられる。 

 
出典：IBM Institute for Business Value analysis of Jam outputs. 
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日本版編集 
三村 経親 
日本アイ・ビー・エム株式会社 
グローバル・ビジネス・サービス事業 
戦略コンサルティング 

戦略コンサルティンググループに所属し、CSR/環境の

領域において IBM 自身の経験、Green Sigma の手法を用

い、戦略策定から業務改革の実行までのコンサルティン

グを実践している。 

変化する世界に対応するための最適なパー

トナー 
IBM はお客様と協力して、業界知識と洞察力、高度な

研究成果とテクノロジーの専門知識を組み合わせること

により、急速な変化を遂げる今日の環境において、卓越

した優位性の確立を可能にします。私たちは、ビジネス

の設計と実行に対する統合的なアプローチを通じて、戦

略を行動に転換するためのサポートを提供いたします。

また、17 業種を網羅する業界専門知識と世界 170 カ国

に及ぶグローバルな能力を駆使し、お客様が変化を予測

し、新たな機会から利益を創出する支援をいたします。 
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